
第５部 参加と連携によるまちづくり 

 

第１章 市民参加の促進 

第１節 情報公開の推進 

市民の「知る権利」を制度的に保障するとともに、市民の「市政参加」を促進し、公正でより開

かれた市政の実現を目的として、平成１２年４月より情報公開条例がスタートしました。さらに高

度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が拡大していることから、本市が保有する個人情報を

保護するために適正な取り扱いについて基本的な事項を定めるとともに、個人の権利利益を保護す

ることを目的として「伊万里市個人情報保護条例」を制定し、平成１５年８月１日から施行、適正

な運用を行っています。これらの審査会委員報酬などの経費として２６１千円を支出しました。 

 

第２節 広報広聴機能の充実 

１．広報の充実 

  広報活動は、それぞれの部門（部、課等）で適宜行っているところですが、その中心となる広

報紙は、毎月１日に「広報伊万里」、１５日に「市役所だより」、毎年４月に「予算特集号」を発

行しており、本市が行う諸施策を市民に広く周知するため、事業の考え方、取り組み方などを、

カラーやイラストなどを使って、見やすく親しみやすい紙面とするとともに、行政と市民との情

報交換の場として、特に市民の関心が高い事項については、特集記事の編集に取り組みました。 

  そのなかで、市民による体験リポートの内容を広報紙に掲載するなど、市民の目線に立った広

報の紙面づくりを協働で行うことにより、市民参加の推進に努めました。 

  また、視覚障害のある人たちに市政の動きを知らせるため、ボランティアグループ「麦の会」

の協力を得て、点字「広報伊万里」、「市役所だより」を毎月発行するほか、ボランティアグルー

プ「こだま会」の協力を得て、「広報伊万里」の朗読テープを３５人に毎月届けました。 

  市外へは、「いまり」の名がついた全国の会社や事業所に毎月広報紙を送り、お互いの交流を深

めることによって、市外において伊万里をＰＲする拠点づくりを進めました。 

こうした事業に要した経費として１２，２０８千円を支出しました。 

  ●広報伊万里 （毎月１日発行）  １回当たり   約２０，９４２部 

  ●市役所だより（毎月１５日発行） １回当たり   約２０，５２２部 

  ●予算特集号 （４月発行）     年１回       ２０，４３２部 

●点字の広報伊万里・市役所だより（毎月１日・１５日発行） 各１２部 

  ●声の広報（毎月１日発行）            （テープ）１２本    

  ●放送施設利用の市役所だより「こんにちは市役所です」 

   ・伊万里ＣＡＴＶ  毎週月、水、金曜 １日５回 

（９：１０～、１２：１０～、１５：１０～、１８：１０～、２１：１０～ )    

ＣＡＴＶを利用した広報については、平成９年度から開始し、現在は「こんにちは市役所です」

というタイトルで市役所からのお知らせを定期的に放送しているほか、市議会中継や市が主催す

る講演会、文化行事などの各種情報を提供するとともに、消防署や市役所に設置した機器によっ

て緊急情報を提供しました。これらの番組制作や放送委託料として４，５７７千円を支出しまし

た。 

市ホームページについては、各課からのお知らせや会議イベント情報等の行政情報を毎月約 

１００件提供し、アクセス数は月々３２，７００件にのぼり、前年度と比べ若干の伸びをみせて

います。 
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２．広聴機能の充実 

（１）タウンミーティング・伊万里っ子ポスト・パブリックコメント手続き 

市長自身が市民と直接対話し、市民の生の声を市政に反映するとともに、市政の現状やこれか

らの方向性をわかりやすく説明することを目的に平成１４年度から「さわやか伊万里タウンミー

ティング」を開始し、平成１６年度までで市内各町公民館で開催し、市内を一巡しました。平成

１８年度からは「市長と語ろう！夢・未来塾」に名称変更し、内容の充実と多様化を図りました

が、平成２０年度は「市民力」「地域力」「職員力」の「３つの力」をテーマに、市内の郵便局長

さん方と「地域の元気と郵便局」、伊万里町の子育て共働事業の指導者の方々と「明るい家庭と地

域の大人たち」、市情報発信戦略委員会の部会員と「伊万里市の活性化と職員力」について、それ

ぞれ対象とテーマとを絞って、３回開催しました。 

また、市民に開かれた市政、市民との協働による市政の実現を目指して、市民からの建設的な

意見、提案を得るために設置している「伊万里っ子ポスト」には、１８件の提案があり（提案者

数１７人）、それぞれについて検討を行い、できるものから行政施策の中で取り組みました。 

平成１７年度４月より、市民の市政への参画の機会を提供することにより公正を確保するとと

もに、市の市民に対する説明責任を果たすことで行政運営の透明性の向上を図り、もって市民と

の協働によるまちづくりの推進に資することを目的として「パブリックコメント手続き」を実施

し、伊万里市男女協働参画推進計画等９件を市民に図りました。 

（２）市民相談業務 

  市民相談業務として各種相談日を開設しており、行政相談１２日、人権相談２４日、法律相談

２４日、社会保険相談５０日、消費生活相談１４６日、司法書士による暮らしのトラブル相談 

１２日、公証人による暮らしの知恵相談１２日を設定しました。延べ２８０日で３，７９９件の

相談がありました。これらの経費として４，２３６千円を支出しました。 

 

第３節 市民と行政の協働 

１．市民参加の促進 

市民と行政との協働を推進するため、市民から楽しいゆめのあるまちづくり計画やアイディア

を募集し、民間企業や公募市民等からなる｢市民まちづくり推進会議｣が審査する「２１世紀市民

ゆめづくり計画支援事業」を平成１４年度から実施しています。今年度は、平成１８年度と平成

１９年度からの継続事業で、｢伊万里の梅普及推進プロジェクト事業｣など３事業と、今年度新た

に採択した｢カブトガニとホタルの里づくり事業｣など２事業を支援し、これらの事業に対し補

助金２，８５１千円を支出しました。 

また、市民と事業所と市の協働による食のまちづくりを推進するため、食のまちづくり推進委

員会の企画・運営により、食育標語の募集や平成２０年度食育活動優良事例発表会事業「食のま

ちづくりフォーラム」を２月１日に伊万里市民センターで開催するとともに、平成１９年度から

同委員会で策定作業を行なってきた食育推進基本計画を策定しました。これらに要する経費とし

て８３０千円を支出しました。 

さらに、市民参加の行政を推進するためには、市民への積極的な情報の公開と提供が必要です。

そこで市職員が情報提供のひとつとして直接地域に出向き、行政について市民に説明する「まち

づくり出前講座」を実施しています。今年度は４８団体から申請があり、「伊万里の文化財」や

「後期高齢者医療制度」などの講座を１０８回開催し、延べ４，９６７名の受講がありました。 
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２．地域づくりの推進 

地域社会における自治意識と連帯感を醸成し、地域課題の解決や身近なまちづくりを実践して

いく「地域の元気推進事業」について、今年度は新たに５地区を推進地区として決定し、前年度

に決定した２モデル地区と合わせ７地区において「まちづくり計画書」を策定することができま

した。さらに２モデル地区については、地域課題解決のための実践活動を支援するため、地域の

元気づくり交付金２，５００千円を支出しました。 

 

３．市民活動の推進 

  市民活動団体の活動の活性化を図るため、会議室等の貸出しを行う「市民交流プラザ」を４月

に開設し、延べ２５３団体、２，８６０人の利用があり、市民活動の拠点施設としての活用がな

され、この施設の維持管理経費として１，３５１千円を支出しました。 

また、市内における市民活動団体の情報交流等を促進するため、市民ネットワーク「いまり」

が１１月に設立され、その立ち上げを支援しました。 

 

４．定住の促進 

市外からの転入による定住の促進と人口の増加を図るため、「伊万里市定住サポートセンター」

において、住宅や就職などに関する情報の発信を行うとともに、「伊万里市マイタウン定住促進条

例」に基づき、６世帯に対し１，７８１千円の奨励金を交付しました。 

また、東京及び大阪における定住相談会に参加し、本市へのＵＪＩターンに関する広報活動を

実施しました。 

このような活動の成果として、４１件の本市への定住に関する問い合わせがありました。 

 

第４節 男女協働参画社会の形成 

１．男女平等意識の醸成 

男女協働参画社会の実現を目指し、人権尊重の意識の普及と高揚を図るため、男女共同参画都

市宣言を記念して「女
ひと

と男
ひと

 きらめきフォーラムｉｎ伊万里」を１月に開催しました。フォーラ

ムの企画・運営については、市民と行政との協働により男女協働参画行政の推進を図ることを目

的に発足した男女協働参画懇話会「第７期いまりプラザ」と連携して行い、併せて市民に対する

啓発活動として出前講座の開催や「プラザだより」の発行等を行いました。これらに要する経費

として８９６千円を支出しました。 

 

第２章 地域連携の推進 

第１節 地域連携の推進 

行政区域の枠を越えた広域的な機能の分担等により、新たな地域発展の機会を創出し、豊かで

個性的な自立した地域社会の形成を目指し、都市間連携を推進しています。 

佐世保、北松圏との連携を深める西九州北部地域開発促進協議会をはじめ、伊万里湾・窯業圏

域経済活性化対策協議会及び北松浦半島振興対策協議会において広域的活動に取り組み、これら

の協議会に対し負担金として２１０千円を支出しました。 

また、松浦市との県境を越えた連携を研究する環・伊万里湾核都市研究会に対し負担金１５千

円を支出しました。 
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第３章 自治体経営の効率化 

第１節 行政運営の効率化 

１．組織能力の向上 

（１）職員研修事業 

少子・高齢化、国際化、高度情報化など社会情勢が著しく変化するなかで、市民のニーズに的

確に対応するためには、これまでの実務処理能力に加えて、社会の要請を敏感に感じ取る能力、

新たな分野に柔軟に対応しうる適応力等、職員一人ひとりの能力向上が求められています。 

職員研修においては、職員個々に目を向けた計画的な能力開発等を推進するために、新規採用

職員研修・監督者研修などの階層別研修や、行政実務上の課題についての専門別研修、自治大学

校や県等への派遣研修を実施しました。 

特に、民間企業等体験研修においては、職員１１名を民間企業へ５日間派遣して、民間企業の

顧客に対する考え方や、接遇マナー等の習得に努めました。 

さらに、多様化する社会に対応できる能力開発を目的とした政策企画研修においては、「地域の

元気を取り戻そう～地域人材登録バンク～」、「がばい輝け！みんなの人権～同和教育が必要ない

社会を実現するために～」をテーマとして、企画力・分析力に優れた政策スタッフの育成に努め

ました。 

一方、「透明で納得性の高い、頑張った者が報われる人事制度」の構築を目的とした新たな人事

評価システムの導入に向けて、全職員を対象した試行を実施しました。 

 

２．作業の合理化 

庁内の行政事務の効率化を図るため、グループウエアや文書管理、財務会計、行政評価、 

ＣＡＤ等のシステムをネットワーク上で運用していますが、これら全庁ネットワーク及びシステ

ムの運用管理及び保守、リース料等７９，４２９千円を支出しました。 

また、税や住民基本台帳等の基幹業務システムについては、平成１９年度より単独で運用を開

始しており、システム保守料、リース料等９７，２８４千円を支出しました。 

文書事務については印刷やコピー量、郵便料の節減に努め、文書の電子化による紙使用量の抑

制を段階的に実施しており、本年度はこれらの経費として５，１１１千円を支出しました。 

また、駐在員等への文書の配布を平成１９年度からＮＰＯ法人に委託しており、この事業に 

２，４８２千円を支出しました。 

さらに、戸籍の電算化については、業務委託料（全体経費１５５，１２２千円）、システム借

上料等として４３，３９８千円を支出しました。 

 

３．行政事務の効率化 

地方分権時代にふさわしい自主・自律の行政運営を目指し、第４次行政改革大綱に基づき、平

成１９年度実績報告及び平成２０年度推進計画の策定を行いました。また、民間事業者等から委

託化・民営化する提案等を募集する「提案型公共サービス民営化制度」を実施するとともに、こ

れらの行政改革の推進内容等を審議する「行政改革推進会議」等を開催し、これらに要する費用

として１２０千円を支出しました。 

組織の統廃合等については、入札及び契約事務を行っている部署を一元化し、契約事務等を効

率的に執行するため、総務部内に「契約監理課」を新設しました。また、複数の部署で管理して

いる公園について、遊具の点検等の巡視を行うとともに、市民からの問合せや専用・使用許可に
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関する総合窓口として、都市開発課に「公園係」を設置しました。さらに、公的病院統合につい

て、限られた時間で事務を推進するする必要があることから、準備業務を円滑にするため、政策

経営部にあった中核的病院準備室と市民病院経営企画室を整理・統合し、市民病院事務局に公的

病院統合推進室を設置することにより、体制の強化を図りました。 

自治体を経営するという観点から、財源や人材など限られた資源を有効かつ効率的に活用し、

成果重視の行財政運営の実現に繋げる行政評価システムを導入しており、評価精度の向上や職員

の意識改革等を図るために外部専門委員で構成する「伊万里市行政評価委員会」を設置し外部評

価を行い、委員報酬等として２９５千円を支出しました。 

統計業務については、産業や経済振興をはじめ様々な行政施策を立案するための基礎資料を作

成するものであり、市町村を経由して実施される住宅・土地統計調査他４種の統計調査を実施し

ました。 

これらに要する経費として４，６８３千円を支出しました。 

 

４．総合計画の策定 

本格的な人口減少社会の到来や高度情報化、グローバル化の進展をはじめ、国における「国土

形成計画」の策定など、新たな時代の要請に柔軟に対応し、個性あふれる伊万里市づくりを進め

ていくため、平成１９年度から「第５次伊万里市総合計画」の策定を進めています。 

平成２０年度は、総合計画審議会委員３０人を委嘱・任命し、審議会を延べ６回開催するとと

もに、市内の各種団体等への調査の実施や「まちづくり市民会議」の開催による市民の意向把握

に努めたほか、総合計画策定支援業務を委託するなど、これらの経費として５，７８４千円を支

出しました。 

 

第２節 健全な財政運営 

自主財源の根幹をなす市税については、昨年のサブプライムローン問題に端を発した世界同時

不況の影響を受け、法人市民税収入が大幅に減少しました。市税全体の現年度調定総額は、前 

年度に比べ７１１，６３１千円、８．９７％減少し、現年、滞納繰越分あわせた収納総額は、 

７０４，３３７千円、８．９８％の減少となりました。 

本市の財政においては、前述のとおり税収面において大きな減収となっており、以前から続く

国の改革による地方交付税や国庫補助負担金の大幅な削減さらには中学校の改築、第４工業用水

道の開発、加えて中核的病院の整備、広域ごみ処理施設の建設など大型プロジェクト事業が目前

に迫っており、大幅な財源不足に陥ることが予想されるため、平成１６年、平成１８年に策定し

た財政健全化計画、第２次財政健全化計画における種々の財政健全化の方策に着実に取り組むと

ともに予算編成においては、歳入見通しに応じた事業計画の立案を徹底するなど歳出経費を極力

抑制した予算の編成を行い、財政の健全運営に努めました。 

 

第３節 地方分権の推進 

地方分権が本格化するなか、住民に身近な行政サービスの向上等を図るため、県から権限移譲

により７５事務を受け入れておりますが、平成２０年度は新規の権限移譲はありませんでした。 
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